改正農地法等の政省令･通知等の調整状況と今後の課題等について
　農地法等の一部を改正する法律（以下、改正農地法等）は6月24日に公布され、今年12月23日までに施行されることになっている。
　農水省では現在、都道府県説明会が終わることを踏まえ、関係団体とも調整の上、おおむね9月末を目途に政令・省令、運用通知等の原案を示していく方向で調整を進めている。政令・省令、運用通知等は今後、パブリックコメント等を経て決定のうえ、農政局単位でのブロック説明会等を開催して周知を図ることとしているが、現在、施行日は未定となっており、12月の施行に向けて、かなりタイトな日程となっている。
　農業委員会系統組織ではこれまでの間、新たな農地制度の運用基準等に関する意見を積み上げ、農水省とも調整を進めてきている。現段階での政令・省令、運用通知等の調整の状況と課題等は、下記の通り。
記
1.効率的な農地利用(全部効率利用要件)〔改正農地法第3条第2項第1号〕
【農水省の説明】
　全部効率利用要件の考え方は、現行農地法の第3条第2項第2号(全部耕作要件)、第8号(効率利用要件)を一つにまとめたものである。
　具体的には、以下の4つの点などを総合的に勘案し、判断する。
ｲ.作付予定作目、収穫高見込み
ﾛ.経営規模と機械の所有、リース等の状況
ﾊ.労働力確保の見込み
ﾆ.通作距離
【今後の課題】
　解除条件付きの契約を結んで参入する者について、「業務上必要なときはいつでも現地に赴くことができればよい」ことになることが想定されるが、全部効率利用要件(特に通作距離のとりかた)を確保するためにはさらなる要件が必要ではないか。
1)　農業生産法人以外の法人が参入する場合、農業常時従事の執行役員が企画管理労働をしていさえすれば、当該農地と執行役員が常勤する場所との距離を一切問わずに、現地での被雇用者が農作業を行えば良いことになる。
　その場合であっても、現地で実際に農作業の拠点となる支店の所在地(管理ポイント)と、当該農地との距離を判断基準に位置づけるべきではないか。
2)　解除条件付きの契約を結んで個人が参入する場合、当該農地と借人の住居地と当該農地との距離を一切問わずに、雇用あるいは作業委託等によって現地で作業者が行えば良いことになる。
　その場合であっても、例えば、法人と同様に現地で実際に農作業従事者の住居地と当該農地との距離（農作業従事者の通作距離）を判断基準に位置づけるなど、一定の要件が必要ではないか。
2.農業委員会が定める別段の面積(下限面積)〔改正農地法第3条第2項第5号〕
【農水省の説明】
　下限面積の設定については、現行の都道府県知事に代わって、農業委員会が「別段の面積」を定めることができるようになる。
　その際、
ｲ.　別段の面積を設定する基準については、現行の知事の判断基準をベースに検討する。
ﾛ.　また、法施行と同時に、これまで知事が定めていた別段の面積が廃止となることから、改正法施行後に農業委員会が別段の面積を定めていない場合、下限面積は本法に規定されている｢北海道では2ha、都府県では50a」となる。
	【現行法による規定】
・・・その取得後において耕作の事業に供すべき農地の面積の合計及びその取得後において耕作又は養畜の事業に供すべき採草放牧地の面積の合計が、いずれも、北海道では2ha、都府県では50a(都道府県知事が、農林水産省令で定める基準に従い、その都道府県の区域の一部についてこれらの面積の範囲内で別段の面積を定め、これを公示したときは、その面積)

	【農地法施行規則第3条の4に定める基準】
[第1項]平均規模が小さい地域
　①自然的経済的条件からみて営農条件が概ね同一の区域について、
　②当該区域において、別段の面積以上の農地を耕作している者の数が6割以下となるよう、
　③10aの整数倍の面積で設定が可能。
[第2項]担い手が不足している地域
　新規就農者等の受入れの促進により農地の有効利用等を図る観点から、
　①遊休農地等が相当程度存在する区域について、
　②当該区内の位置及び規模からみて、小規模農家の増加により、区域内及周辺の農地等の効　　率的かつ総合的な利用の確保に支障を生ずるおそれのない場合に、
　③10a以上の任意の面積(整数倍の必要なし)で設定が可能。



【今後の課題】
1)　これまで知事が定めていた「別段の面積」を施行後も継続するためには、あらかじめ施行前の農業委員会総会において別段の面積を協議し、「施行日と同時に公示する」ことを決定しておく必要があるのではないか。
2)　農業委員会が「別段の面積」を定める場合、現行のような一定の地域要件を基準として明示する必要がある。
　例えば、「優良農地確保の観点から、農用地区域内の細分化を防ぐ」、あるいは、「市街化区域内において、資産保有目的による細分化を防ぐ」ことが必要ではないか。
3)　新たな基準については、担い手への利用集積という法の趣旨や、農業委員会の管理から考えて、現行の10aを下限にすることが必要ではないか。
3.地域における効率的かつ総合的な利用(地域調和要件)
〔改正農地法第3条第2項第7号〕
【農水省の説明】
　現段階で地域調和要件の判断基準について、次の3つを例示している。
ｲ.　集落営農や担い手への集積等により、既に農地が面的にまとまった形で利用されている地域で、その利用を分断するような場合
ﾛ.　水利調整について、地域の農業者が一体的な取組を行っているような地域で、このような取組に参加しない営農が行われることにより、地域における取組が阻害されるような場合
ﾊ.　無農薬や減農薬での付加価値の高い作物の栽培の取組が行われている地域で、農薬使用による栽培が行われることにより無農薬栽培等が事実上困難になる場合
【今後の課題】
1)上記のほか、さらに、農業委員会が判断する際の具体的な基準が必要ではないか。
　例えば、「地域の共同作業(農道・用水路の清掃及び補修)への不参加」、「地域農業の振興作物との調和が図れない」、「現行の基盤強化法第23条により、地域の農用地の効率的かつ総合的な利用を図るための農用地利用規程を定めて市町村の認定を受けている地区においては、農用地利用規程に定めた内容に支障を及ぼす場合」、なども考慮に入れる必要があるのではないか。
2)　基盤強化法では、改正農地法第3条第2項第7号に掲げる地域調和要件について規定はないが、市町村基本構想で地域調和要件を市町村が独自の判断で示すことができるようにすべきではないか。
　これに関連して、基盤強化法第6条第2項第3号の「農用地の利用関係の改善に関する事項」の内容についても、改正農地法の地域調和要件との整合性に留意する必要性があるのではないか。
4.貸借の解除条件、及び、継続的かつ安定的な農業経営
〔改正農地法第3条第3項〕
【農水省の説明】
　農地の貸借権の取得については、「賃貸借の解除をする旨の条件」が書面契約で付されていることを前提に、「他の農業者との適切な役割分担」の下に「継続的かつ安定的に農業経営を行う」と認められれば、法人の場合は業務執行役員のうち一人以上が常時従事としたうえで、法人は農業生産法人要件(農作業常時従事要件を含む)、個人は農作業常時従事要件を満たす必要がないとされている。
　なお、「適切な役割分担」の考え方は、現行の特定法人貸付事業の協定を結ぶ際の様式に記載するものと同様であると説明している。
《参考》平成17年9月1日農水省経営局長・農村振興局長通知
　「農業経営基盤強化促進法等の一部を改正する法律の運用について」
   (6)特定法人貸付事業の実施・②特定法人との協定の締結
　　『エ　基盤強化規則第40条第3号の「地域農業における法人の役割分担に関する事項」は、道路・水路・ため池等共同利用施設の維持管理に関し、地域の取り決めを遵守し、応分の役割を担う旨を定めることが適当である。』
【今後の課題】
1) 「継続的かつ安定的に農業経営を行う」ことについては、事業計画(営農計画)で判断することが想定されるが、例えば、必要があれば法人に対し、定款、決算書、農業参入を決めた際の取締役会の議事録の添付などを求めることができるようにすべきではないか。
2) 利用権を受ける者の備えるべき要件を基本構想にどのように盛り込むか。
3) 「貸借の解除」の条件が付されている旨を「第３条許可申請書」に記載されるよう様式を見直す必要があるのではないか。
5.許可の取り消し〔改正農地法第3条の2〕
【農水省の説明】
　農地法第3条第3項によって許可を受けた者がその要件を満たさなくなった場合等には、農業委員会等は、勧告を行い、勧告に従わなかった場合は許可を取り消す。
　農業委員会等が勧告を行うのは、以下の３つと説明している。
ｲ.　地域における農地の効率的かつ総合的な利用の確保に支障が生じている
ﾛ.　他の農業者との適切な役割分担が行われていない
ﾊ.　法人の場合に、業務執行役員のいずれもが農業に常時従事していない
　また、「適正な農地利用をしていないと認められる」場合の判断基準については、国会審議の政府答弁のなかで、以下の3つの外的に明確なものを想定している。
ｲ.違反転用
ﾛ.1年以上不耕作な状態
ﾊ.産廃の投棄
【今後の課題】
1)農業委員会で許可の取り消しを行う場合の事務処理規定を明確化する必要があるのではないか。
　具体的には、適正に利用していないと認められる場合の農業委員会の判断基準がこのほかにも必要なのではないか。
2)「相当の期限を定めて」の期限は、指導後1年間は必要ではないか。
3)「周辺の農地利用への支障」としては、例えば「水利慣行など地域の慣行を無視した行為」、「ブロックローテーションなど地域の作付け計画を無視した行為」、「当該農地の作付け作物により周辺の農作物の栽培(種子用作物の栽培地域、有機・減農薬栽培地域)に支障が及ぶ場合」が考えられるのではないか。
6.農地の実勢借賃の情報の提供等について
〔改正農地法第52条:情報の提供等〕
【農水省の説明】
　標準小作料制度は廃止されることから、すべての農業委員会において、改正農地法第52条に基づく賃借料情報の提供として、旧町村、大字のレベル等農業委員会で設定した区域ごとに、実勢借地料の平均値、最高・最低値を公表するようガイドライン等で示すこととしている。
【今後の課題】
1)　すでに市町村長が公告している「農用地利用集積計画」のうち、「標準小作料に準ずる」あるいは「標準小作料並み」と記載されている借賃については、改正法施行日以降効力がなくなる。そのため、改正法施行日以降の契約期間又は利用期間中における借賃決定に資するよう、改正法施行日までに、実勢借地料の情報提供を実施する必要がある。なお、この取組みに当たっては、全国農業会議所が示す「農地の賃借料情報提供の手引き」(改訂版)に基づき実施することとする。
2)　国会の附帯決議等を踏まえ、農業委員会が独自の判断で地域の平均的な経営体が負担し得る賃借料を試算することを可としてはどうか。
7.農地利用集積円滑化事業〔改正基盤強化法第4条、第6条〕
【農水省の説明】
  農地利用集積円滑化事業のうち、農地所有者代理事業・農地売買等事業・研修等事業の3つを実施できる団体は、市町村、農協、一般財団・社団法人(市町村公社)となっている。農地所有者代理事業は、営利を目的としない法人等(地域担い手協議会)も実施できる。(第4条)
  農地利用集積円滑化事業を実施するためには、市町村基本構想に農地利用集積円滑化　事業に関する事項を定め、実施主体が定めた事業規程を市町村が承認する必要がある。基本構想には、「効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の利用集積の目標その他農用地の利用関係の改善に関する事項」「市町村の区域の全部又は一部を事業実施域として農地利用集積円滑化事業を行う者に関する事項」「農地利用集積円滑化事業の実施単位として適当であると認められる区域の基準」を定める。(第6条)
【今後の課題】
1)　農地所有者代理事業の委任代理について、農水省は都道府県農地担当者説明会資料において、「農地所有者にとっては、自ら貸付先を探す必要もなく」、「担い手にとっては、多数の農地所有者と交渉する必要もなく」としているが、どの範囲の業務を代理するのか。例えば、賃料の水準決定やその回収なども代理するのか。
2)　市町村から農業委員会への事務委任はできるか。
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